
国土交通省 





番号 制度名

国交01 三大都市圏の政策区域における特定の事業用資産の買換えの特例措置の延長

国交02 関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学術研究施設に係る特別償却制度の延長

国交03 都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置の拡充及び延長

国交04 特定都市再生緊急整備地域に係る課税の特例措置の延長

国交05 市街地再開発事業における特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長

国交06 自動車重量税に係るエコカー減税の延長・見直し

国交07 船舶に係る特別償却制度の拡充・延長

国交08 対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶による収入金額の課税の特例措置（トン数標準税制）の延長

国交09 海上運送業における特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措置の延長

国交10 港湾の整備、維持管理及び防災対策等に係る作業船の買換等の場合の課税の特例措置の延長

国交11 航空機騒音対策事業に係る特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長

国交12 離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延長

国交13 奄美群島における工業用機械等に係る割増償却制度の延長

国交14 半島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延長

国交15 長期保有土地等に係る事業用資産の買換え等の場合の課税の特例措置の延長

国交16 土地の所有権移転登記等に係る登録免許税の特例措置の延長

国交17 港湾の民有護岸等（特定技術基準対象施設）の耐震化の推進のための特例措置の延長
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平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

社会増減率（Ａ） -0.460 -0.468 -0.528 -0.500 -0.505 -0.541 -0.588 -0.488 -0.402 -0.406 -0.410 -0.415

過去5ヶ年の社会増減率平均値（Ｂ） -0.433 -0.425 -0.445 -0.477 -0.492 -0.492 -0.508 -0.532 -0.524 -0.505 -0.485 -0.459

政策目標（Ａ）／（Ｂ） 1.06 1.10 1.18 1.04 1.02 1.09 1.15 0.91 0.76 0.80 0.84 0.90

人口 4,278,339 4,225,331 4,168,379 4,112,364 4,054,448 3,993,865 3,930,038 3,871,165 3,813,443 3,756,241 3,699,146 3,642,919

人口変化率 - -1.24 -1.35 -1.34 -1.41 -1.49 -1.60 -1.50 -1.49 -1.50 -1.52 -1.52

社会増減数 -19,780 -20,031 -22,303 -20,822 -20,776 -21,940 -23,482 -19,191 -15,568 -15,489 -15,414 -15,344

新規雇用者数 33 117 80 104 233 120 270 168 123 175 215 275

政策目標値：半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比

人口 ： 平成２５年～令和３年は実績値、令和４年～６年については変化率を前年の値に乗じて算出した。
人口変化率 ： 平成２５年～令和３年は当年の人口を前年の値で除して得た値、令和４年～６年は、前年までの直近５か年分を相加平均して算出した。
社会増減数 ： 平成２５年～令和３年は実績値、令和４年～６年については前年の値に直前5ヶ年の社会増減率平均値（B）を乗じて算出した。
（人口・社会増減数の実績値は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」より算出）
（社会増減率とは、当年の社会増減数に100を乗じ、前年の人口で除して得た値）

新規雇用者数：平成２５年～令和３年は実績値、
令和４年～６年については、平成25年から平成29年の5ヶ年の平均値と、直前5ヶ年の平均値の比で増減率を算出。算出した増減率を前年の値に乗じ算出した。

半島地域における工業用機械等に係る割増償却制度
政策目標及び新規雇用者数の算出方法
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